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論文

弱結託構造をともなう社会における均衡の存在定理

坂 根 宏

概要

本論文では，多数の主体達が n個のグループに属して行動をとるような社会状況が研究される.

主体逮は各グループ内部では協力行動をとり，他のグループに対しては非協力行動をとることが

仮定される.各結託では結託の利得を最大にするような戦略が，主体達の合意の下で選ばれる.そ

れぞれの結託の内部で，そのメンバーと戦略とのベアを変更しようとするインセンティプが存在

せず，さらにそれら η 個の結託がある弱い意味での結託構造をなしているとき，その状態は均衡

と呼ばれる.本論文ではその存在が証明される.

キーワード:結託，弱結託構造，社会均衡

経済学文献季報分類番号:02・21，02・23

1. 序文

本論文では，多数の主体達が n個のグループに属して行動をとるような社会状況が研究され

る.主体達は各グループ内部で、は協力行動をとり，他のグループに対しては非協力行動をとるこ

とが仮定される.我々の目的は，主体達のこのような行動仮説の下で，グループの形成を Nash

均衡概念によって記述することである.

本論文で研究されるモデ‘ルでは，それぞれの主体は「戦略集合J(strategy set for an agent) 

の上で定義される二項関係のグラフによって表される「特性J( characteristic)と同一視される.

また，それら主体によって n個のグ、ループが形成されるものとし，それを「結託J( coalition)と

呼ぶことにする.結託の数は，本論文全体を通して任意に η個に固定される.もし任意の入番

目の結託に属するメンバーが決定されると， r結託の戦略集合J(alternative set for a coalition) 

と「利得関数J(payoff function)がそれぞれ特定化される.前者はその結託に属する主体達の戦

略集合の集計概念として，後者は結託の戦略集合の要素を評価する実数値関数として定義され

る.結託 C>.が与えられたとき，そのメンバーの協調行動として選択される戦略 αC.に対して，

もし結託 Cλ の一部の主体達によって形成される部分結託 C~ によって選択される戦略ゐ・が，

(αc.，C，λ)の下での利得を改善するものなら. C~ のメンバーは Cλ から離脱して吟を選択する
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であろう.このような行動仮説の下，最大利得を保証する結託とその戦略の組合わせいる~， c~)

が決定される.我々は，それぞれの結託に関するこの最適条件に加えて，以下で述べる n個の

結託聞のある整合条件を必要とする.もし n個の結託が以下の 2つの条件 (i)および (ii)を満た

すとき，それを弱結託構造 (we北 coalitionstructure)と呼ぶ，

(i)すべての主体がある結託に必ず属する，

(ii)ほとんどすべての主体がただ 1つの結託にのみ属することが許される.

この概念は，通常の「結託構造J(coalition structure)もしくは「主体の集合の分割J(partition 

of the set of agents)よりも一般性を有する概念である.すべての入 ε{1，・・・ ，n}について，戦略

と結託の組 (αる:， c~) が，最大利得を保証するものであり，さらに c; ， ・・ .， c~ が弱結託構造をな

すのであれば，状態 ((αる:，c;)γ・・， (αら ， c~)) は「弱結託構造を伴う社会の均衡J (equilibria for 

the society with a weak coalition structure)と呼ばれる.本論文では，この均衡概念の存在が

証明される.

2. モデルの記述

2-1.結託の空間

K をRI.の非空コンパクト凸部分集合とする.Kの非空閉部分集合のすべての集合を∞mp(K)

と表すことにする.同様に KxKの非空間部分集合のすべての集合を∞mp(Kx K)と表す.d 

を(RI.X E)の距離d: (RI. x E) X (RI. X RI.)→R として， ωmp(Kx K) x∞mp(K x K)上に以

下の 2つの関数を定義する，

(1) 

(2) 

p(W， Z) := sUPwEwinL'EZd(切 ，z)，

h(W.Z):= max{ρ(W，Z)，p(Z， W)}. 

ハウスドルフ距離 hによって定義される comp(Kx K)の位相を (jcomp(KX K) と表すことにする

と，(comp(K x K)， (jcomp(KXK))はコンパクト距離空間になる.(e.g.， Theorem 3.71 in Aliprantis 

and Border (1994， p.111)). comp(K)の要素 Xを選択肢集合と呼ぶことにする.選択肢集合 X

上の二項関係とが以下の条件 (i)および(ii)を満たすとき，それを選好関係と呼ぶ， (i) X上の

とは反射性，完備性および推移性を満たす， (ii) grαph(と):={(x，y) E X x Xlxとy}は閉である.

条件 (i)および(ii)を満たすようなとについて，その grα.ph(に)のすべての集合を Iと表す.

IX上のとは反射性，完備性および推移性を満たす， 1 
(3) 1:= < grα，ph(と)εωmp(Kx K)I 一}

1--.. _. I grα.ph(と)は KxKの閉集合である j 

Iの一般要素 grα，ph(と)を iと書いて，それを主体 tと呼ぶことにする.主体の空間 (1，(j1)は，

Hildenbrand (1974， p.96)のTheorem1およびAliprantisand Border (1994， p.116)のTheorem

3.79からコンパクトである.ここでグは (jcomp(Kx K)のIへの相対化である.(jlによって生成
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される σ-algebraをJによって表す.可測空間 (I，J)上の測度を μとし，主体に関する測度空

間を (I，J，μ)によって表すことにする.1の非空間部分集合のすべての集合を comp(I)と書き，

その要素を結託(coalition)と呼ぶことにする.

(4) comp(I) := {C E 9'J(I)ICはIの非空閉部分集合}・

comp(I)上に KxKの場合と同様に，以下の 2つの関数を定義する.

(5) 

(6) 

pcomp(I)(C>.， D>.) := SUPiEC)nfjεD.h(i，j)， 

hcomp(円(Cλ，Dλ):=max{ρcomp(η(0.λ，Dλ)，ρcomp(I)(Dλ，Cλ)} 

ハウスドルフ距離hcomp(I)によって定義される coco(I)の位相を (jcomp仰と表すことにする.空間

(comp(I)， tJcomp川)がコンパクトになることは.Aliprantis and Border (1994， p.l11)のTheorem

3.71によって証明される.さらに C01ηp(I)が凸集合であることは明らかである.我々は n個の

結託が形成されることを仮定しているので，空間 ωmp(I)"を考える必要がある.comp(I)nの直

積位相を (jcomp(I)'・で表せば. (comp(I)n， tJcomp(I)")は明らかにコンパクト凸集合である.我々は

(comp(I)n， (jcomp附)を結託の空間と呼ぶことにする.

(D.1) (結託の空間);(∞mp(I)n， (jcomp(I)"). 

2・2.弱結託構造と結託構造関数

n個の結託が以下の条件 (i)および (ii)を満たすとき，本論文ではそれを弱結託構造 (weak

coalition structure)と呼ぶ.

(i)すべての主体が必ずある結託に属している，

(ii)ほとんどすべての主体はただ 1つの結託にのみ属している.

この条件を正確に記述するために，以下の写像を定義する.

(7) V入巴 {1，.一，n}，九 :comp(I)→1，九(C>.)= C>. 

仮に (C1，・・， ， Cn) E comp(I)n が条件 U~=1 r(cλ)コIおよび乞Lν(C>.)=ν(1)を満たすならば，

(C1，'''， Cn) E comp(I)nは先に述べた条件 (i)および (ii)を満たす.弱結託構造の集合を正式に

以下の (10)によって定義される 6で表す.

間 e:= {(Cl， α)印刷)帆1r，(c，) ~ I} 
( /'t入 E{1，・・1η}，

(9) <5 := < (C11・・ ，1 Cn) E comp(I)" I ，1 1 ハl ，-.， ，-." ----.，-， Iμ(リ 析{1・・川λ}人(αHlr>.(Gλ)) = 0 

(10) (5 = sne 
(補題 1):Sはcomp(I)nの非空間部分集合である.
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(証明):(非空性)自明.(閉性)凡の上半連続性から明らか. ロ

この集合6によって，さらに集合 {C，xεcomp(I)I(C1， . * *， Cn) E 5}を定義できる.これはC-，x:= 

(C1γ・.，C，x-1， C，x+l， *・*，Cn)によって決定される 6の切り口 (sectiondetermined by C -，x)であ

る.この集合はすべての C→ε∞mp(I)n→について定義され得る.

(11) 広:∞mp(I)n-l→∞mp(I)， C_>. t-+ {C>.εcomp(I)I(C1， *・*，Cn) E 5} 

(補題 2):任意の AE {1，・・・ ，n}について， E>.: comp(I)n-l→comp(I)は非空コンパクト凸値の

連続対応である.

(証明)(非空値性)任意のC-，xE∞mp(I)n-lについて，IEEλ(C-λ)である.(コンパクト値性)(補

題 1)から， grα.ph(E，x) = 5はコンパクト集合 comp(I)の閉部分集合なので明らかである.(凸値

性)任意に C-，xE∞mp(I)n-lを固定する*E>.の定義から， uηε{1・…川}¥{λ}r，η(0.η) ur，x(O.λ)コI

を満たす任意の CλEcomp(I)， U特 {1・… .n}\{λ}~η (0，η)ur，x (C~) コ I を満たす任意の C~ εωmp(I)

および任意の ¥:ItE [0，1]について， uηE{l....・n}¥{λ}九(0，η)U r，x(tc，x + (1 -t)CDコIが示され

ればよい.凡の定義から九(tO.λ+(1 -t)C~) = tC>. + (1 -t)C~ = tr，x(c，x) + (1 -t)rλ (C~) 

である.また UηE{l・… .n}\{λ} 九(0，η)u(rλ (0.λ)nr，x (C~)). コ I が成り立つ.任意の t E [0，1]につ

いて， tr，x(O.λ)コt(九(C，x)n r，x (C~)) および (1 -t)凡 (C~) コ (1 -t)(九(C，x)n r>.(C~)) なので，

tF:λ(0.λ) + (l-t)r，x (C~) コ (rλ (C，x) n r>.(C~)) である.したがって所望の結論を得ることができる.

(上半連続性)(補題 1)から grα:ph(E，x)= 5はコンパクトであるから明らかである*(下半連続性)

仮に帰結を否定すると， C~λ → C_λ としたとき， uηε{1・…・n}¥{λ}九(0，η)nr，x(c，x))コIを満たす

ある Cλε E，x(C-，x)について，また ct→Cλ となる任意の {ct}之1について， [¥:1長EN，ヨkミ

長， uηE{l.....n}¥{λ}九(C;)nr.λ(ct))言1]である.これは[¥:1長εN，ヨkミ長， uηE{l・…・n}¥{，x}~η(C;)n 

r，x (C~)) c 1]を意味しているから，以下の条件[¥:1長εN，ヨkミ五， uηε{1.… .n}\{λ}~η (C;) n r，x (C~)) c 

UηE (1・…・n}\{λ}~η (0.η)nr，x(o'λ))] が成り立つ.これはまた hcomp(内UηE{l.....n}\{λ}~η (C~) n r，x(ct))， 

Uη到し…・n}¥{叫ん(C，η)nrλ(C，x)))> 0を意味する.C~ ，x → C-，x =令 {h
comp

(1)(uηε{l.....n}¥{叫ん(C;)，

UηE{l・….n)¥{λ}1二(0.η)}→0なので，実際V長EN，ヨkミムh
comp

(吋r，x(ct))，r，x(c，x))) > 0である.

これは凡の連続性に矛盾する. ロ

sを以下のように定義する.

(12) S:= {Cーパ comp(I)← llu'lE{l. 川}九(α)芦I}

ν: comp(I)→R;μ|…川(C'¥)=ν(C'¥)と定義し，さらに以下のe;.を定義する.

(13) 広 :comp(I)n-l→comp(凡 C-λ吋 (αε E>.(C-，x)!ν(COze3jιr(Cλ)
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(舗題 3):任意の AE {1，・ー ，n}について eι>.:comp刈州(υ1)γnト一 1→

するβ. 
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(証明)広Isは明らかに一価関数であり J Bergeの最大値定理より連続性が保証される.e; Iscは

C_λ t--+ {C~ E E~(C_λ )lv(C~) = O}と同義である.これは払と Vの連続性より連続対応である.

したがって [C~λ → C_~] 時 [fλ (C~~) ε ë; lsc (Cじ )('v'C~~ ε comp(l)日)，ム(C二)→ム(C-~) = 

e~ls(C-~)] を満たすム: SC → comp(l)が存在する. e~:= 広 Is uムと定義すれば所望の結論を得

ることができる.

以下の議論のために，関数 eλ:comp(I) n-1 → comp(l) の定義域を n~E{1・…川 grαph(広)にとる

ことにするが，それは C-~ 以外の要素には依存しない.この関数をばと書くことにする. e;は，

入番目以外のすべての結託メンバーとその戦略とが与えられたときに，その結託メンバーのほ

とんどすべてが他の結託のいずれかに重複して参加することはない，という性質を持つように

入番目の結託を与える仕組みである.

(D.2) (入番目の結託の結託構造関数);e; : n~E{l.....n} grα.ph(瓜)→ comp(I).

2・3.結託の戦略集合

はじめに，各主体に戦略集合を与える対応 X:1 →K について述べる.それは tにその台集

合 (underlying set)を与える対応として定義される.つまり i:={(x，y) E X x Xlxとy}と表さ

れているとすればJ X(i):= X として定義されるのである.d'をRI.の距離d':RI. x RI. →Rと

して，comp(K)上に関数pcom.
p
(的 (X，Z) := sUP%Exinf%EZd(x， z)を定義する.さらにハウスドルフ

距離hcom.p(K)(X，Z) := max{ρcom.p(K>(X， Z)， pcom.p(K)(Z， X)}を定義すると J X:l →∞mp(K)は，

Debreu (1969)における Theorem(2)によって連続である.それを対応として考えると X:l→K 

はJ Aliprantis and Border (1994， p.531)のTheoreml6.16によって連続である.したがってそれ

はまた可測対応でもある.L(I，RI.)をIから RI.への可測関数のすべての集合とする.L(I，RI.)の

部分集合 {xE L(I， RI.)lx(i) E X(i)}をrによって表せばJ ~~(C~):= JふX(i)dμ={ん.x(i)dμE 

Rl.lx E Jf}が定義され得る.我々は広:comP(I)→RI.， C~ t--+ん X(i)d，μを入番目の結託につい

ての戦略集合対応と呼ぶことにする.

(D.3) (入番目の結託の戦略集合対応);広:comp(I)→RI.， C~ 吋ム X(i)dμ.

(補題 4):任意の入 ε{1，・ ..，n}について， .2~: comp( 1)→RI.， C~ 吋 Jc. X(i)dμは，非空コンパ

クト凸値の連続対応である.

(証明).坂根 (2000)における(補題 1)によって証明されている. 口
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2・4.結託の利得関数

結託に属する主体達の行動仮説についての議論に移ることにしよう.各結託ではそのメンバー

に応じて，戦略集合が前節で定義したように ~>.(C>.) = JふX(のゆと定まる.結託とその結託の

選択肢集合のペアのすべての集合は，対応~>.のグラフとして以下のように定義される.

(14) grα，ph(広):={(αc.，C>.) E Rt 
x comp(l)Iαc. E ~>.(C>.)} ， 

すべての入 ε{1，・・ .，n}について，入番目の結託のメンバーが Cλ に固定されたとすると，他の

結託の戦略を所与として，そのメンバーの合意の下で戦略集合 ~>.(Cλ) からある要素が選択され

る. (α，C):= ((αcl ， C1 ) ，...，(αC~ ， Cn)) とすると，結託のメンバーの協調行動によって選ばれる選

択肢は，結託の利得関数九((・，・)，(α，C)): grαph(~>.) → R によって評価される.

(D.4) (結託の利得関数);V>. : ILE(l.....n} grα，ph(~>.) → R. 

任意に (α，C)に対して， (入番目の要素 (αλ ， C>.) には依存していなし、)九((αc~ ， C~) ， (α，C))ミ

V>.((αc.，oλ)， (α，C))となし得るのならば，C>. に属する主体達は C~ を形成し， αc~ を選択する

ように行動する，このような行動仮説の下で，利得を最大にするような戦略とそれを選ぴ得る

メンバーの組 (αc・ ， C~) が決定される.

(舗題 5):任意の入 ε{1，・・・ ，n}について，grαph(~ミ)は Rt
X co∞(1)の非空コンパクト凸部分集

合である.

(証明):(非空性)(補題 4) による~>.の非空値性から明らかである. (コンパクト性)(補題 4)より

~>.は上半連続コンパクト値対応である.したがって grα，ph(~>.) は Rtx ∞co(l) の閉集合である.

さらに広の像集合淀川∞co(l))= UC.EcOCO{l)弘(0λ)はRtはコンパクト集合(e.g.，A1iprantis叩 d

Border (1994， p.528) Lemma 16.8)であり，∞co(l)のコンパクト性から淀川coco(1)) x co∞(1) 

もまたコンパクトである.grα，ph(~>.) C f2，ミ(∞co(l))x coco(l)から所望の結論を得る. (凸性)は

じめに grα，ph(X):= ((x(i)， i) E K x llx(i)ε X(i)}の凸性を示す.i:= {(x，y)εXxXlxとy}お

よび i':= {(x'， y') E X' x X'lx'どy'}とする.さらに任意の tE [0，1]について ti+ (1ーが.-

{(tx+(1-t)x'， ty+ (1-t)y')ε(tX +(I-t)X') x (tX +(1-t)X')ltx+(I-t)x'と“+(トt)a'ty+(I-t)y'} 

とする.とta+(ト削，は集合 tX+ (1-t)X'上の選好関係である.定義により X:1 →K はt，f

およびti+ (1ーか'をそれぞれの台集合に送る写像であるから，X(i) = X， X(i') = X'および

X(ti + (1 -t)i') = tX + (1 -t)X'である.したがって条件['t/i E 1， 't/x(i) E X(i)， 't/i'ε/， 't/y(i') E 

X(i')， 't/t E [0，1]， X(ti + (1 -t)i') = tX(i) + (1 -t)X(i')]が成立する.これはgrαph(X)の凸性を

意味している.さて grα，ph(旦~)の証明に移る.条件[ 't/C>. E coco(I)， 't/αc. E Jc• X(i)d，μ， 't/C~ E 

coco(I)， 't/αc~ E Jc: X(i)d，μ， 't/t E [0， 1]， tαC. + (1 -t)αc~ E Jec川l-e)C~ X(i)dμlが示されればよ
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い.1の集合 C>.の特性関数を χc.: 1 →{0，1}とする.先に示しておいた grαph(X)の凸性か

ら任意の Cλε coco(1)， C~ E coco( 1)および tE [0，1)について，九:=ti + (1 -t)i'とすれば，

XtC.+(l-t)C~ (れ)X(れ)=χc.(i)tX(i)+ χc~ (i')(1 -t)X(i')が成立するから，

tL.X刈0ω榊)中い川+川(υ山川1トμ一→寸tの)LレμX刻刈W刷(iσ仰trη')

が導かれ，所望の結論を得る.

= I tX(i)d，μ+ I (ο1一tの)X(iよη')d，μ
Jc. JC: 

= 1かかかχk恥CιA似の仰印+1加炊刈附;バρ(i仰i

I[XC.凶ωCιc.(iべぷ(i例t

= 1かかχXt… ∞叫;似 4 

=ム+{14)eyot)中

我々は結託の利得関数について，以下の仮定を設定する.

(A.l)すべての入 E{1，・ー，n}について，

(i) 'V(α，C)ε日λε{l.....n}grα，ph(.9C>.)， V>.((γ)， (α，C)) : grα，ph(.9C>.)→Rは連続である，

(ii) 'V(αCけ Cλ)E graph(.9C>.)， V>.((・，・)，(α，C)) :日λε{l.....n}grα，ph(~>.) → R は連続である，

(iii) 'V(α，C)ε日λε{1・..・n}grα~ph(~>.) ， V>.((γ)， (α，C)) : graph(~>.) → R は準凹である，

(iiiy 'V(α，C) E ILE{l.....n} grα，ph(~>.) ， V>.((・，・)，(α，C)) : graph(~>.) → R は狭義準凹である.

口

先にも述べたように， (α， C) を与件として，もし (αC~ ， C~) が以下の条件 V>.((αC~ ， C~) ， (α，C))ミ

V>.((αC.，C>.)，(α，C))を満たすのならば，C>.に属している主体達は，結託 Cλ から離脱して新しい

結託 C~ を形成し αC: を選択する.これが結託に属する主体遺の行動仮説であった.さらに我々

は，主体達が Cλ から離脱して新しい結託を形成する際には，ある制約が存在するものと仮定す

る.この制約対応をタλ と表し，以下の仮定を設定する.

(A.2)すべての入 E{1，・・ .，n}について， λ:comp(I)→comp(I)は非空コンパクト凸値の連続

対応である.

任意の Cλ に対して，結託 C>.から離脱する主体達が形成する結託とその戦略とのぺアのすべて

を与える対応弘を .ff:>.を用いて，以下のように定義する，

(15) 弘 :comp(I)→grα，ph(弘 )，0λi-?{(αD.，D>.) E grαph(弘 )IDλε 九 (Cλ)}
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(D.5) (達成可能な「結託ー選択肢j対応);弘:comp(I)→grαph(9:，，). 

(補題 6):任意の入 ε{1，・・.，n}について， Cd，，:∞mp(I)→grα.ph(9，ミ)は，非空コンパクト凸値の

連続対応である.

(短明):すべての性質が(補題 4)および仮定 (A.2)から示され得る. ロ

我々が仮定している主体達の行動仮説によれば，任意の (α，C)εHλを{1.・...n}grα.ph(9:，，)に対して，

C"の部分結託 C;.によって最大利得

(16) v;((α，C)):= m郎防 .D.)E仇 μ.(o，C)V，，((αD.，D>.)，(α，C)) 

を保証する選択肢α5.が選ばれる.各結託に属する主体達のこの行動は，以下の対応αλ によっ

て記述される.

(17)αλ:Hw.. ，n}gTα~ph(広)→ graph(広)，

(αC.，Cλ) t-+ {(吟:， C~) ε grα，ph(瓜)1η(α， C) = V>.((必:， C~) ，(α， C))}.

(補題 7):任意の入 ε{1，・ ..，n}について， αλ:ILE{I，....n} grαph(9:>.)→grα，ph(9:>.)は，非空コン

パクト凸値の上半連続対応である.

(証明):所望の結論は理論経済学における標準的手法によって得られる. ロ

3.弱結託構造をともなう社会

3・1.弱結託構造をともなう社会における均衡の存在定理

弱結託構造をともなう社会は，正式に (D.1)rv(D.5)のリストによって定義される.

(D.6) (弱結託構造をともなう社会): (∞mp(I)n， {e~}>'E{1・…川， {9:>'}"E{1・….nh {九}λE{1・….nh

{タλ}λE{I.....n}) 

弱結託構造をともなう社会の均衡とは， n個の結託が弱結託構造をなしており，それぞれの結託

の内部には選択肢を変更しようとするインセンティプが，存在しないような状態のことをいう.

(D.7) (弱結託構造をともなう社会の均衡);弱結託構造をともなう社会 (co∞(It，{e~}λE{レ・.n)， 

{~ミ }>.E{I.....nh {V，，}λE{l.・...n}，{タλ}λε{1・….n.}の均衡とは，以下の条件 (i)および (ii)を満たす

((αら，Cnγ・.， (α己， C~)) E IIλ剖 l・h ・.n}graph(9:>.)のことである，

(i) V入E{1，・…，n}，V>.(αë. ， C~) ，(α\ C-)) = max(oc. .C.)EII.(山・.C・】)¥な((aC.，C>.)， (α¥C・))，

(ii) (C; ， ・・・ ， C~) E 6. 
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(定理):仮定 (A.1)(i)，(ii)，(iii)および (A.2)の下，社会 (coco(I)n，{e~}λ剖 1.…川， {~，， }λE{1.....nh 

{V，，}λE{1."・.nb{~λ}λE{1・… .n})には均衡が存在する.

(証明):対応 αおよびpを以下のように定義する.

(18)α:Hw..，n}gTα，ph(広)→ II"E{1.....n}grα:ph(広)， (α，C)同 II"E{1.....n}αλ(α，C)

β: I1"E{1・….n}grα，ph(~，，) → Hλε{1・…・n}grα，ph(広~)， (α，C) t-+ I1λ到し・・.n}(~" (e~(C- ，，)) x {Cλ}) 

I1"E{レ・.n}grα，ph(~，，) は， (補題 5)より非空コンパクト凸集合である.α およびFは非空コンパ

クト凸値の上半連続対応である. したがって角谷の不動点定理により ((αるけC;)，'・.， (αんC:))ε

α(β((αみ，C;)，・・"(αんC:)))となるような点が存在する.((αんC;)，・・・，(αんC:))は対応αの定

義によって (D.7)における条件 (i)を満たす.またすべての入 E{1，・・.，n}について，e~(C:λ) 

は U刊{1・…川\{λ} 九(C~)Uλ 九(Cλ) コ I を満たす最小の結託九(C;) を与えるものである.した

がって

(19) π: II"E{l・・n}grαph(広)→ comp(I)"，(α，C) t-+ (C1，・..，Cn)・

と定義したとき， π(αヘC*)= (C;，・..，C:)ε6である.さらにπ(α¥C*)= (C;".. ，C:)εゐも成

立する. したがって (C;，・・.，C:) E SnSであり， (D.7)における条件 (ii)を満たす. 口

3・2.弱結託構造をともなう社会における均衡の個人合理性

前節において，弱結託構造をともなう社会における均衡の存在が証明された.この説では，そ

の均衡の性質について議論する.我々のモデルでは，結託の利得を最大化する選択肢とその結

託のメンバーとが決定されるが，そうした集団的行動が個人的にも合理的な行動となり得るた

めの整合性を求めたいのである.この問題に対しては，以下の追加的な仮定が必要となる.

(A.3)任意の入 ε{1，・・・ ，n}について， αc.= Jc. x( i)d，μを満たすようなすべての (αc.，C.λ)E 

grα，ph(!l"，，)およびxE!L'について，V，，((αc.，C，，)，(α，C))ミJc.u(i，x(i)， (α，C))d，μである.

ここで u(・，x(・)，(α，C))):I→ Rはとを表現する可測利得関数である.V，，((αc.，C，，)，(α，C))は，

当然 Cλ に属する主体達に譲渡される.Cλ の各主体に譲渡される利得は V，，((αc.，Cλ)，(α，C)) = 

Jc• vc.(i，αc.)dμを満たすような可測関数 vc.((・，αc.)，(α，C)):1→ Rであり，譲渡可能利得関数

(transferable payoff function)と呼ぶことにする. ((αc.，C，，)， (α，C))に対して，譲渡可能利得関

数のすべての集合を以下のように定義する.

(20) 広(α，C):= {vc.(・，a，C)εL(I，R)lv，，(αc.，C，，)，(α，C))= I vc. (i，αcμ(α，C))dμ} 
" J c.)  

さらに αc.は， C"のメンバーに割り当てられるものと仮定する.それは任意の (αc.，C，λ)ε

grα，ph(~，，) に対して，条件 αc. = Jc. xc. (i)dμを満たす可測関数として定義される.

(21) め (α，C):={xc. E 21αc. = I xc. (i)dμ} 
" J~) 
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均衡の定義と仮定 (A.2)により，任意の (αC.，C，，)E ~，， (e~(α\ C*)) に対して，以下が成り立つ.

(22) V，，((αι ， C~) ， (α¥C・))ミ V，，((αC.，C，，)， (α¥C・))ミ Iu(i，xc.(i)，(α¥C・))d，μ
Jc. 

したがって次の条件を満たす vc~(・， αC: ， (α¥C・))を‘匁(α¥C・)とど ε.弘(α¥C・)が存在する，

(23) vc~ (i ， αら~， (α¥C・))ミ u(i，x. (i)， (α¥C・))aふ inC~. 

これらのことから均衡において vc~(・，必:' (α¥C・))およびf が選ばれるとすれば， C~ の主体達が

協調して必.を選択するという集団的行動は，個人的にも合理的であるといえる.ただし我々は

(α¥C・)に対して条件 (23)を満たすような‘匁(α¥C・)と d'，，(α・，C.)の要素は， vc~(・， αる~， (α・，C・))

とf 以外にも存在することに注意すべきである
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